
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合

30,995,013       

22,857,117       18,941,000       

-                      -                      

78,200,604                                                              

-                    

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。） 41,798,117                                                              

36                                                                 

36                                                                 

％ ％

36                   ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

115,753,029                                                             消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

36                   

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

7,700,000           7,700,000        

1,228,000        

都道府県 市町村 合計

-                      11,000               11,000             

事業名（事業メニュー）

-                      -                    

41,798,117                                                              

-                      -                    

41,798,117       

1,228,000           

-                      

-                      

合計

20,993,013         

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

37,552,425                                                              

うち、先駆的事業 -                      

1,864,104        

-                      

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

10,002,000         

1,864,104           

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

法人募集型

事業実施自治体

自治体参加型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日 人日

事業実施自治体

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人

人日

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村 8,352

13

人

県

16,623,344

管内市町村 6

7

対象人員数
（報酬引上げ）

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県 0



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

事業経費

17,174,101 3,818,912 

相談員研修、巡回訪問

ＩＣＴ活用、見守りネットワーク、新聞広報、啓発素材、消費者教育人
材育成、消費者市民社会啓発

相談員育成講座、消費者団体教育機能強化

法執行強化、食品研修

8,721,276

事業（実績）の概要

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

1,922,000 1,922,000 1,864,104 1,864,104

9,293,000 318,000 8,975,000 8,721,276

3,818,912

253,000 253,000 285,220 285,220

11,988,000 8,167,6058,168,000 3,820,000 11,986,517

交付金等対象経費

1,864,104 3,820,000 22,857,117 23,456,000 2,240,000 17,396,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業
・消費生活相談員研修参加料、旅費
・巡回相談旅費

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

対象経費（実績）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数
法人募集型

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

人

人

人日

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

年間研修総日数

・各種媒体による広報啓発教育実施の経費
・会議、研修及びイベントの開催・参加の経費
・ＩＣＴを活用した市町村支援の実施経費

自治体参加型
参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

・受験対策講座開催経費
・消費者団体への教育事業委託経費
・消費者団体ネットワーク構築に向けた調査経費（基金事業）

・法執行担当者研修会旅費・負担金
・食品関係事業者向け研修会の配付資料作成費

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

人日

人日

・ＴＶ、新聞、車内広告等による積極的な広報活動を行うことにより、自立した消費者の育
成及び消費者被害の未然防止・拡大防止に貢献した。
・研修会の開催や資料配布を行うことで、家族やまわりの人が高齢者を見守る地域見守り
ネットワークの構築の支援を行った。
・プロバスケットボールの試合で、来場者に対する消費者市民社会の認知度向上に貢献し
た。
・遠隔の市町とオンラインで動画通話できる仕組みを整備し、県センター職員が市町の相
談窓口を支援した。

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

・消費者相談員養成講座の開催により、６名が国家試験に合格した。
・複数の消費者団体に委託し、県内各地で消費者市民教育を実施できた。
・県内外の消費者団体の状況を調査し、将来の適格消費者団体設立を見据えた消費者
団体ネットワーク化の現実的方向性を確認した。

・国民生活センター等が開催する研修会に参加し、そこで得た知識を市町村の相談窓口
担当者への支援や巡回訪問時の助言等に活かした。

年間研修総日数 人日

・消費者庁等が開催する研修会に参加し、法執行担当職員の資質を向上させた。
・食品の加工販売に携わる事業者等に景品表示法の解説資料を配付し、表示の適正を図
ることでができた。

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

合計

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江津市、雲南市

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

17,154,042

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業名（事業メニュー）

46,000

実施市町村

1,473,120

松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江津市、雲南市、津和野町、隠岐の島
町

7,700,000

7,988,000

2,226,000

7,773,602

1,241,014

16,623,344

7,988,000

1,331,000

7,821,000

7,770,000

2,233,516 2,232,000出雲市、大田市、安来市、江津市

28,887,162 

2,226,000

27,902,136 18,941,000 - - - - 

1,228,000

26,000 30,660 11,000

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

事業の実績

交付金等対象経費

出雲市、益田市、江津市、雲南市

29年度
本予算

事業経費

交付金等対象経費

基金
（交付金相当分）

事業経費
基金

（交付金相当分）

松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江津市、雲南市

19,392,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

執務参考図書を購入することにより相談機能の強化を図ることができた。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

警察や消費者団体などとの連携事業に取り組み、継続的な連携に向けた関係構築を図ることができた。

3,818,912                      

円

19,038,205            円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

37,979,205            

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

3,818,912                      

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

相談員の配置・増員等により、相談体制が充実した。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

事業強化・機能強化の成果の概要

18,941,000            

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

相談員等が研修に参加することによ、相談実務等への対応力が向上した。

円

円

推進事業に取り組む１０市町全てにおいて消費者教育推進や高齢消費者見守りなどに取り組み、県内における消費者の安全・安心を向上させる役割をはたした。

-                                  

交付金相当分

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

7,700,000            円

円

円

円

51,818,029        

6,601,425         

円10,019,912        

12,010,000 円

7,467,000        

円円

円

63,935,000         

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 63,935,000         円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

115,753,029         

円

円円18,587,000

37,552,425           円 円

対平成２０年度差

円

今年度

12,010,000         

円

円

円 55,343,487

円

54,658,708円

円 円

円円

円

うち交付金等対象外経費 51,925,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

51,925,000         

前年度平成２０年度

7,700,0007,467,000 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

-                     

78,200,604           

うち都道府県

うち都道府県

円

円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 18,764,074

50.4

18,611,425

37,351,074      

①都道府県の消費者行政決算見込み額 70,822,911      

16,164,203

円

円

円

7,046,914         

354,000            

円

3,418,487         

円

円

201,351            

円

7,579,044         円

円円

円

円

18,941,000           

-                     

-                     

-152,649          

29.2

％

532,130            

円

円

233,000            

円

-                     

233,000            

円684,779            

36.1

うち管内市町村

円

円

うち交付金等対象経費

円円

22,857,117           円6,692,914         

円

-                     

26,275,604        

円

25,542,425        

-                     

7,377,693         

-                     

対前年度差

％

うち交付金等対象外経費

55,343,487         

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                      

-                   

人

％

18,611,425         

人

円

うち管内市町村

108,173,985    

うち先駆的事業

34,751,203      

うち先駆的事業

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                      

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） -                      人

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

人

円

人

円

円

73,954,912         

73,954,912           

-                        円

円

41,798,117           

-                        

73,422,782      

-                   

円

円

円

円 円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

-                                        

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

3,818,912                            

設置当初の基金残高（交付金相当分） 150,000,000                         

人

今年度末実績 相談員総数 10

相談員総数

人

相談員総数

人

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

①報酬の向上

人 今年度末実績相談員総数

④その他

人前年度末

円

消費生活相談員の配置

944                                     

相談員総数今年度末実績

相談員総数 10

相談員総数

円

円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 3,817,968                            

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

人

人

相談員総数

前年度末 今年度末実績

人

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

人

相談員総数9 人

人

相談員総数 3

今年度末実績

3うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 9前年度末

人 今年度末実績

消費生活相談員の配置 人

【実施市町村】松江市、浜田市、益田市、安来市
・月額報酬または委託料引き上げ

前年度末 相談員総数

【実施市町村】松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市、安来市、江津市、雲南市
・国民生活センター等が開催する研修参加のための旅費等を支出

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 12前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 12

【実施市町村】松江市、益田市、江津市
・週の勤務時間を削減
・執務参考資料の購読

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上

④その他

②研修参加支援

①報酬の向上


